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6. 土石流影響評価について 

6.1 土石流に対する基本方針 

外部事象防護対象施設は，土石流に対して，斜面からの離隔距離を確保し土石流のおそ

れがない位置に設置することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

重大事故等対処設備は，斜面からの離隔距離を確保し土石流のおそれがない位置に設置

すること又は設計基準事故対処設備等及び同じ機能を有する他の重大事故等対処設備と

位置的分散を図り設置することにより，設計基準事故対処設備等の安全機能と同時にその

機能を損なわない設計とする。 

 

6.2 外部事象防護対象施設及び重大事故等対処設備への影響評価 

設置（変更）許可申請書添付書類八に掲載している島根原子力発電所周辺の土石流危険

区域を図6－1に示す。 

外部事象防護対象施設は，土石流危険区域範囲外である原子炉建物内，タービン建物内，

制御室建物内，廃棄物処理建物内，原子炉建物周辺，取水槽又は排気筒エリアに設置して

いるため，影響はない。 

重大事故等対処設備について，第２保管エリアに配置されている可搬型重大事故等対処

設備が土石流の影響を受けるが，可搬型重大事故等対処設備は土石流の影響を受けない保

管場所にも配置していることから，同時に機能喪失しない。 

また，防波壁は，土石流危険区域範囲外に設置しているため，影響はない。ただし，図

6－2 に示すとおり管理事務所４号館が土石流危険区域⑦に含まれており，防波壁に隣接

していることから，土石流により倒壊，転倒した場合及び建物基礎底面の滑動により防波

壁に影響を及ぼさないことを確認する。 

倒壊及び転倒に対しては，管理事務所４号館の倒壊及び転倒を想定しても防波壁に衝突

しない程度に十分な離隔距離を有することを確認する。 

滑動に対しては，管理事務所４号館が滑動した場合には防波壁との十分な離隔距離を確

保できないおそれがあることから，土石流による衝突荷重により建物基礎（独立基礎）底

面に滑動が生じないことを確認する。 
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図 6－1 島根原子力発電所周辺における土石流危険区域 

 

 

  

土石流危険区域① 

土石流危険区域② 

土石流危険区域⑤ 

土石流危険区域⑦ 

土石流危険区域③ 

土石流危険区域⑥ 

土石流危険区域④ 

凡例    ：土石流危険区域（国土交通省国土政策局） 

      ：可搬型設備の保管場所 

第４保管エリア 

第３保管エリア 

第 1 保管エリア 

第２保管エリア 
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図 6－2 防波壁及び管理事務所４号館の位置関係 

 

 

 

 

  

凡例 

     ：土石流危険区域⑦ 

     ：防波壁 

管理事務所４号館 
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6.3 管理事務所４号館の倒壊及び転倒による防波壁への影響評価 

管理事務所４号館について，土石流による倒壊及び転倒による防波壁への影響評価を実

施する。 

評価は，建物が土石流により倒壊及び転倒するものとして影響範囲に防波壁が含まれな

いことを確認する。倒壊及び転倒による影響範囲は，建物地上部分全体が倒壊又は転倒す

るものとして建物高さ分を設定する。 

なお，管理事務所４号館は，地震による波及的影響の防止を目的として，防波壁側の 1

スパン（約 7m）を減築することにより防波壁との離隔距離を確保することで，倒壊及び

転倒による影響範囲に防波壁が含まれないよう対策を行う。 

管理事務所４号館の減築前後の倒壊及び転倒による影響範囲を図 6－3 に，減築後の倒

壊及び転倒による防波壁への影響評価結果を表 6－1 に示す。建物を減築することで，倒

壊及び転倒による防波壁への影響がないことを確認した。 

 

 

図 6－3 管理事務所４号館の減築前後の倒壊及び転倒による影響範囲 

 

表 6－1 管理事務所４号館（減築後）の倒壊及び転倒による防波壁への影響評価結果 

建物 

建物諸元 防波壁との 

離隔距離 

Ｌ（m） 

判定 
構造 階数 

高さ 

Ｈ（m） 

管理事務所４号館 鉄骨造 2 8.45 10.5 
影響なし 

（Ｈ＜Ｌ） 

 

  

  

(a) 減築前 (b) 減築後 

  ：倒壊及び転倒による影響範囲 

  ：管理事務所４号館 

  ：防波壁 
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6.4 管理事務所４号館の滑動による防波壁への影響評価 

6.4.1 概要 

管理事務所４号館について，土石流による建物基礎底面の滑動による防波壁への影

響評価を実施する。 

評価は，土石流による衝突荷重及びその他考慮すべき荷重に対して，建物基礎底面

のせん断抵抗力が十分な余裕を有していることを確認する。本建物の基礎は独立基礎

であり，基礎梁で接続されていないが，鉄筋コンクリート造の土間スラブ（厚さ150

㎜）による水平力の伝達に期待できることを踏まえ，独立基礎底面のせん断抵抗力を

考慮する。 

なお，本評価は6.3において示した建物の減築を反映したものである。 

 

6.4.2 建物概要 

管理事務所４号館は地上 2 階建ての鉄骨造の建物で，基礎は鉄筋コンクリート造

の独立基礎である。管理事務所４号館の平面図，基礎伏図及び断面図を図 6－4 に示

す。 

 

図 6－4(1) 管理事務所４号館 1階平面図 
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図 6－4(2) 管理事務所４号館基礎伏図 

 

 

 

図 6－4(3) 管理事務所４号館断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

6.4.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の種類 

考慮すべき荷重は，常時作用する荷重（自重及び積載荷重）及び土石流による土砂

の衝突荷重を考慮する。また，管理事務所４号館は風荷重の影響が土石流による土砂

の衝突荷重に対して大きいと考えられることから，風荷重との組合せを考慮する。以

下に常時作用する荷重，土砂の衝突荷重及び風荷重の設定について示す。 

 

a. 常時作用する荷重 

常時作用する荷重は，持続的に生じる荷重である自重及び積載荷重とする。  

←A 

←A 
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b. 土砂の衝突荷重 

(a)土石流による衝突荷重算定 

土石流による土砂の衝突荷重は，「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律施行令第 2 条第 2 号の規定に基づき国土交通大臣が定

める方法等を定める告示（国土交通省告示第３３２号）」に基づいて算出する。 

土石流による土砂の衝突荷重は以下の式により算出する。 

 

Ｆｄ＝ρｄＵ2                         （１） 

Ｆｄ：土石流による土砂の衝突荷重（kN/m2） 

ρｄ：土石流の密度（t/m3）           式（２）参照 

Ｕ ：土石流の流速（m/s）            式（３）参照 

 

ρｄ＝ρtanφ／(tanφ－tanθ)               （２） 

ρｄ：土石流の密度（t/m3） 

ρ ：土石流に含まれる流水の密度（t/m3）       表 6－2参照 

φ ：土石流に含まれる土石等の内部摩擦角（°） 表 6－2参照 

θ ：土石流が流下する土地の勾配（°）     表 6－2参照 

 

Ｕ＝(ｈ2／3・(sinθ)1／2)／ｎ                （３） 

Ｕ ：土石流の流速（m/s） 

θ ：土石流が流下する土地の勾配（°） 表 6－2参照 

ｎ ：粗度係数（s・m-1/3）         表 6－2参照 

ｈ ：土石流の高さ（m）         式（４）参照 

 

           ｈ＝{
0.01・ｎ・Ｃ＊・Ｖ・(σ－ρ)・(tanφ－tanθ)

ρ・Ｂ・(sinθ)
1／2

・tanθ

}

3／5

  （４）  

ｈ ：土石流の高さ（m） 

ｎ ：粗度係数（s・m-1/3）              表 6－2参照 

Ｃ＊：堆積土砂等の容積濃度            表 6－2参照 

Ｖ ：土石流により流下する土石等の量（m3）   式（５）参照 

σ ：土石流に含まれる礫の密度（t/m3）     表 6－2参照 

ρ ：土石流に含まれる流水の密度（t/m3）      表 6－2参照 

φ ：土石流に含まれる土石等の内部摩擦角（°） 表 6－2参照 

θ ：土石流が流下する土地の勾配（°）      表 6－2 参照 

Ｂ ：土石流が流下する幅（m）          式（７）参照 
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土石流により流下する土石等の量Ｖは「土石流による家屋被災範囲の設定方法

に関する研究（2003 年 2月，国土交通省国土技術政策総合研究所）」に基づいた

以下の式により，土石流衝突荷重Ｆｄ算定地点を流下する土砂量を算出する。 

   Ｖ=
Ｃ

d
(Ｃ＊－Ｃ

d0
)

Ｃ
d0

(Ｃ＊－Ｃ
d

)
Ｖ

0
                 （５） 

Ｖ  ：土石流により流下する土石等の量（m3） 

Ｃ＊ ：堆積土石等の容積濃度              表 6－2参照 

Ｃｄ ：Ｆｄ算定地点における土石流の流動中の土砂濃度  式（６)参照 

Ｃｄ0：基準地点における土石流の流動中の土砂濃度    式（６)参照 

Ｖ0  ：基準地点における流下する土石等の量（m3）    表 6－2参照 

 

土石流危険区域の基準地点及び土石流衝突荷重Ｆｄ算定地点を図 6－5に示す。 

 

 
図 6－5 土石流危険区域の基準地点及び土石流衝突荷重Ｆｄ算定地点 

 

また，土石流の流動中の土砂濃度Ｃｄ，Ｃｄ0は「砂防計画策定指針（土石流・流木

対策編）解説（2016 年 4月，国土交通省国土技術政策総合研究所）」（以下：砂防指

針）に基づいた以下の式で算出する。 

    Ｃ
d
=

ρ・tanθ

(σ-ρ)(tanφ-tanθ)
，Ｃ

d0
=

ρ・tanθ
0

(σ-ρ)(tanφ-tanθ0 )
（６） 

Ｃｄ ：Ｆｄ算定地点における土石流の流動中の土砂濃度 

Ｃｄ0：基準地点における土石流の流動中の土砂濃度 

σ ：土石流に含まれる礫の密度（t/m3）      表 6－2参照 

ρ ：土石流に含まれる流水の密度（t/m3）     表 6－2参照 

φ ：土石流に含まれる土石等の内部摩擦角（°）   表 6－2参照 

θ ：Ｆｄ算定地点の上流 200ｍ区間の平均勾配（°） 表 6－2参照 

θ0  ：基準地点の上流 200ｍ区間の平均勾配（°）    表 6－2参照  

算定地点

管理事務所4号館

：土石流危険渓流
：流域
：土石流流下経路

基準地点

0 50m
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土石流が流下する幅Ｂは，「土石流による家屋被災範囲の設定方法に関する研

究（2003 年 2 月，国土交通省国土技術政策総合研究所）」において，災害事例の

データより導出された，以下の関係式（レジーム型の式）を用いて算出する。 

   Ｂ＝4√Ｑ
sp
                       （７） 

Ｂ ：土石流が流下する幅（m） 

Ｑsp：土石流のピーク流量（m3/s） 式（８）参照 

 

土石流のピーク流量Ｑspは「土石流による家屋被災範囲の設定方法に関する研

究（2003 年 2月，国土交通省国土技術総合政策研究所）」に基づいた以下の式で

算出する。 

    Ｑ
sp
=
0.01

Ｃ
d

・Ｃ＊・Ｖ                 （８） 

Ｑsp：土石流のピーク流量（m3/s） 

Ｃｄ：Ｆd算定地点における土石流の流動中の土砂濃度  式（６）参照 

Ｃ＊：堆積土砂等の容積濃度               表 6－2 参照 

Ｖ ：土石流により流下する土石等の量（m3）      式（５）参照 

  



 

 

10 

 

(b)土石流衝突荷重Ｆｄの算定に用いる土質定数等と設定方法及びその適用性 

土石流衝突荷重Ｆｄの算定に用いる土質定数等と設定方法及びその適用性を表

6－2に示す。 

 

表 6－2 土石流衝突荷重Ｆｄの算定に用いる土質定数等と設定方法及びその適用性 

土質定数等 
記

号 
単位 数値 設定方法 島根サイトにおける適用性 

設定方法

及び適用

性の詳細

記載箇所 

粗度係数 ｎ s・m-1/3 0.1 
砂防指針の 

一般値を設定 

土石流の衝突荷重算定Ｆｄの対象と

なるフロント部の粗度係数は 0.1～

0.2 程度とされており，粗度係数が

小さいほど土石流の流速は大きく

なることから，保守的に 0.1を採用。 

(ⅰ)参照 

堆積土砂等

の容積濃度 
Ｃ＊ － 0.6 

砂防指針の 

一般値を設定 

渓床堆積土砂の容積濃度に，地域的

な明瞭な違いはないと考えられる

ことから 0.6 を採用。 

－ 

基準地点を

流下する土

石等の量 

Ｖ0 m3 2000 

自社調査及び島

根県調査結果に

基づき設定 

－ (ⅱ)参照 

土石流に含

まれる礫の

密度 

σ t/m3 2.6 
砂防指針の 

一般値を設定 

Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基

本方針」に記載の添付六の岩石の単

位体積重量は 2.6t/m3 程度であり，

砂防指針の値と同等であるため

2.6t/m3を採用。 

(ⅲ)参照 

土石流に含

まれる流水

の密度 

ρ t/m3 1.2 
砂防指針の 

一般値を設定 

流水の標準的な密度は 1.0t/m3 もし

くは 1.2t/m3 とされており，保守的

な 1.2t/m3を採用。 

(ⅳ)参照 

土石流に含

まれる土石

等の内部摩

擦角 

φ ° 35 
砂防指針の 

一般値を設定 

「道路土 工盛土工指針」に記載の
礫，礫まじり砂に相当すると考えら
れ，それらの内部摩擦角φは 35°も
しくは 40°とされている。内部摩擦
角が小さいほど，土石流衝突荷重Ｆ

ｄは大きくなるため，保守的に 35°
を採用する。 

(ⅴ)参照 

土石流衝突

荷重Ｆｄ算定

地点から上

流 200m 区間

の平均勾配 

θ ° 5.67 地形図から算定 － (ⅵ)参照 

基準地点か

ら上流 200m

区間の平均

勾配 

θ０ ° 14.9 地形図から算定 － (ⅵ)参照 
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土石流衝突荷重Ｆｄの算定に用いる土質定数の設定方法の詳細を以下に示す。 

(ⅰ)粗度係数ｎ 

粗度係数ｎは砂防指針によると，図 6－6のとおりとされている。 

 

図 6－6 土石流の流速と水深の算出方法（砂防指針） 

 

上述の砂防指針の参考資料「土石流の水深と流速の観測結果の検討（1984 年 8

月，砂防学会誌）」では，図 6－7のとおり焼岳の土石流動態観測により流速及び

水深を観測し，マニングの式と比較を行っている。これによると，土石流衝突荷

重Ｆｄ算定の対象となるフロント部の粗度係数は 0.1～0.2 程度とされている。 

土石流衝突荷重Ｆｄは式（１）のとおり，土石流の流速に依存しており，粗度

係数が小さいほど土石流の流速は大きくなることから，保守的に 0.1s・m-1/3を採

用する。 

 

図 6－7 土石流の水深及び流速の観測値とマニングの式の比較(赤字は追記) 

  

フロント部

土石流発生からの経過時間
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(ⅱ)基準地点を流下する土石等の量Ｖ0 

土石流により基準地点を流下する土石等の量Ｖ0 は自社調査及び島根県による

調査結果に基づき設定する。自社調査結果の概要を図 6－8，表 6－3に示す。（渓

床を対象とした自社調査結果の詳細は参考資料１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－8 自社調査による土石流危険渓流⑦の渓流横断測線位置図 

 

表 6－3 自社調査による土石流危険渓流⑦の移動可能土砂量 

 

注記＊：A-1 及び A-5 は A-3 を参考に侵食幅及び侵食深を推定 

  

（土石流調査結果）

＊ 

渓流基準点Ａ

Ａ 

 Ａ 

＊ 

＊ ＊ 
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砂防指針によると，Ｖ0 については，１波の土石流による堆積土砂量（複数あ

る流路のうち移動可能土砂量が最大となる土砂量）として評価することとしてい

る。対象の渓流において各流路の移動可能土砂量は図 6－9 及び表 6－4 のとお

りであり，この場合の１波の土石流の移動可能土砂量は 750m3となる。 

今回の土石流衝突荷重Ｆｄの算定には，保守的に全ての流路から同時に土石流

が発生する事象を想定し，渓流全体の移動可能土砂量を基準地点を流下する土石

等の量として評価する。 

表 6－5のとおり，自社調査結果による計画流出土砂量 1000m3と島根県調査結

果の計画流出土砂量 1170m3 を比較し，両者を包絡したうえで千の位で切り上げ

た値 2000m3 を事象想定の計画流出土砂量とし，基準地点を流下する土石等の量

Ｖ0として採用する。（自社調査結果と島根県調査結果の比較の詳細は参考資料２

参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－9 土石流危険渓流⑦の各流路の移動可能土砂量 

 

表 6－4 土石流危険渓流⑦の１波の土石流の移動可能土砂量の算定 

流路 移動可能土砂量算定式 
移動可能土

砂量(m3)* 

①（A-4 → A-5 →基準地点） 200.0+204.4=404.4≒410(m3) 410 

②（A-2 → A-3 → A-5 →基準地点） 300.0+238.0+204.4=742.4≒750(m3) 
750 

１波の土石流 

③（A-1 → A-3 → A-5 →基準地点） 33.6+238.0+204.4=476≒480(m3) 480 

注記＊：表 6－3から各流路の移動可能土砂量を算出 

 

表 6－5 土石流危険渓流⑦における今回の土石流衝突荷重Ｆｄに用いる計画流出土砂量 

対象渓流 
計画流出土砂量(m3) 

自社調査結果 島根県調査結果 事象想定 

土石流危険渓流⑦ 1000*1 1170*2 2000 

注記＊1：砂防指針に基づき，表 6－3に示す自社調査結果に基づく渓流全体の移動可能土砂量が

980m3であるため，切り上げて 1000m3とした。 

＊2：島根県調査後の人工改変を踏まえ補正した値を使用（詳細は参考資料 2参照） 
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(ⅲ)土石流に含まれる礫の密度σ 

図 6－10に砂防指針における土石流衝突荷重Ｆｄの算定に必要な土質定数の記

載を示す。 

Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に記載の添付書類六の岩石の単位

体積重量は 2.6t/m3程度であり，砂防指針の値と同等であるため 2.6t/m3を採用

する。 

 

 

図 6－10 砂防指針における土石流衝突荷重Ｆｄの算定に必要な土質定数の記載 

 

 

(ⅳ)土石流に含まれる流水の密度ρ 

図 6－10の砂防指針に記載のとおり，流水の密度は1.2t/m3程度とされている。 

「建設省河川砂防技術基準（案）設計編［Ⅱ］（1985 年 10 月，（社）日本河川

協会）」では図 6－11 のとおり，流水の標準的な密度は 1.0t/m3もしくは 1.2t/m3

とされている。 

式（１）及び式（２）のとおり，流水の密度が大きいほど土石流衝突荷重Ｆｄ

は大きくなることから，保守的に 1.2t/m3を採用する。 
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図 6－11 建設省河川砂防技術基準（案）記載の安定計算に用いる流水の単位体積重量 

 

(ⅴ)土石流に含まれる土石等の内部摩擦角φ 

土石流に含まれる土石等の内部摩擦角φについて，図 6－10 に示す砂防指針の

とおり渓床堆積土砂の内部摩擦角は 30°～40°程度であり，一般に 35°として

よいとされている。 

土石流に含まれる土石等は図 6－12 に示す「道路土工 盛土工指針（平成 22 年

度版）（2010 年 4 月，（社）日本道路協会）」に記載の礫，礫まじり砂に相当する

と考えられ，それらの内部摩擦角φは 35°もしくは 40°とされている。内部摩

擦角が小さいほど，土石流衝突荷重Ｆｄは大きくなるため，保守的に 35°を採用

する。 

なお，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に記載の土質材料（旧表土，

埋戻土等）のφが 20°程度であること，図 6－12 にφが 35°以下の記載もある

ことから，φを 20°に設定した場合の影響検討を「6.5 内部摩擦角φの影響検

討」で実施した結果，衝突荷重の増加量はわずかであり，基礎底面の滑動による

防波壁への影響がないことを確認している。 
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図 6－12 道路土工 盛土工指針記載の礫，礫交じり砂の内部摩擦角φ 

 

(ⅵ)土石流が流下する土地の勾配θ，θ0 

土石流が流下する土地の勾配θ，θ0について，土石流衝突荷重Ｆｄ算定地点か

ら上流 200ｍの平均勾配と，土石流危険渓流の基準地点から上流 200ｍの平均勾

配をそれぞれ地形図より算定する。基準地点から上流 200ｍの平均勾配について

は，危険渓流内に複数存在する流下流路のうち，移動可能土砂量の最も多い流路

で平均勾配を算定する。「(ⅱ)基準地点を流下する土石等の量Ｖ0」に示すとおり，

流路②が移動可能土砂量の最も多い流路であることから，流路②において平均勾

配を算定する。 

土石流が流下する土地の勾配設定イメージを図 6－13 に示す。 

 



 
 

17 

 

 

 

図 6－13 土石流が流下する土地の勾配設定イメージ 

 

なお，本評価では，式（４）により算定したｈの値を「土砂の衝突高さ」と評価す

る。 

また，土石流危険渓流の基準点より上流に存在する転石の分布状況及び粒径を把握

する調査を実施し，確認された転石については粒径 0.5m 未満となるよう小割を行う。

小割した転石が，土石流発生時に土砂に取り込まれて流下するものと考えられるため，

転石を含む土石流が衝突対象物まで到達することを考慮し，土砂の衝突高さｈは

0.5m 以上となるよう設定する。 

 

土砂の衝突高さｈ＝
0.5m （土砂の衝突高さの計算値＜0.5m）

計算値（土砂の衝突高さの計算値≧0.5m）
 

 

上記の方法により算定した土砂の衝突高さの計算値，土砂の衝突高さの設定値及

び土砂の衝突荷重を表 6－6 に，建物に作用する土砂の衝突荷重の概念図を図 6－

14 に示す。  
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表 6－6 土砂の衝突高さの計算値,土砂の衝突高さの設定値及び土砂の衝突荷重 

対象構造物 
土砂の衝突高さ計算値 

（m） 

土砂の衝突高さ設定値 

（m） 

土砂の衝突荷重

Ｆｄ（kN/m2） 

管理事務所４号館 0.33 0.50 5.55 

 

 

(a) 平面図 

 

(b) 断面図 

図 6－14 建物に作用する土砂の衝突荷重の概念図 

  

0.
5m
 

Ｆｄ 

Ｆｄ 



 

 

19 

 

c．風荷重 

風荷重は，建築基準法施行令第 87 条及び平成 12 年建設省告示第１４５４号に

基づき，次式によって算出する。 

Ｐ ＝ ｑ・Ｃｆ・Ａ  

ここで， 

Ｐ ： 風荷重による水平力（N） 

ｑ ： 速度圧（N/m2）＝ 0.6・Ｅ・Ｖｏ
2 

Ｖｏ ： 当該地の基準風速（m/s） 

Ｅ ： 国土交通大臣が定める方法により算出した数値 

       ＝ Ｅｒ
2・Ｇｆ 

Ｅｒ ： 平均風速の高さ方向の分布を表す係数 

Ｅｒ ＝ 1.7 






Ｚｂ

ＺＧ

α
 （Ｈ≦Ｚｂ） 

Ｅｒ ＝ 1.7 






Ｈ

ＺＧ

α
 （Ｈ＞Ｚｂ） 

Ｈ ： 建築物の高さと軒の高さとの平均の数値（m） 

   Ｚｂ,ＺＧ,α ： 地表面粗度区分に応じて示される数値 

（当該地の地表面粗度区分 Ⅱ） 

Ｇｆ ： ガスト影響係数 

Ｃｆ ： 風力係数 

     Ｃｆ ＝ 0.8・ｋｚ (風上側） 

     Ｃｆ ＝ 0.4  (風下側） 

ｋｚ ： 高さ方向分布係数 

     ｋｚ ＝ 1.0  （Ｈ≦Ｚｂ） 

ｋｚ ＝ (Ｚｂ/Ｈ)2α （Ｈ＞ＺｂかつＺ≦Ｚｂ） 

     ｋｚ ＝ (Ｚ/Ｈ)2α （Ｈ＞ＺｂかつＺ＞Ｚｂ） 

Ｚ ： 当該部分の地盤面からの高さ（m） 

Ａ ： 見付面積（m2） 

 

風荷重の評価条件を表 6－7及び表 6－8に示す。 
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表 6－7 風荷重の算定条件 

記号 単位 定義 数値 

Ｖｏ m/s 当該地の基準風速 30 

Ｈ m 建築物の高さと軒の高さとの平均の数値 8.225 

Ｚｂ m 地表面粗度区分に応じて示される数値 5 

ＺＧ m 地表面粗度区分に応じて示される数値 350 

α － 地表面粗度区分に応じて示される数値 0.15 

Ｇｆ － ガスト影響係数 2.2 

 

表 6－8 管理事務所４号館の風力係数及び見付面積 

地表面からの高さ 

（m） 
位置 

高さ方向分布係数 

ｋｚ 

風力係数 

Ｃｆ 

見付面積 

Ａ（m2） 

3.76～8.00 
風上 

0.992 
0.794 186.40 

風下 0.4 170.58 

0.20～3.76 
風上 

0.861 
0.689 156.50 

風下 0.4 156.50 

 

(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せについては，常時作用する荷重，土砂の衝突荷重及び風荷重に対して，

施設の構造を踏まえて組合せを設定する。 
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6.4.4 許容限界 

土砂の衝突荷重及び風荷重による水平力は，建物基礎底面地盤のせん断抵抗力によ

り抵抗することから，独立基礎底面のせん断抵抗力を許容限界とする。 

底面地盤のせん断抵抗力Ｈｕは「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０

１-1987（（社）日本電気協会）」に基づき，次式により算定する。 

Ｈｕ＝Ｃ・Ａ＋Ｖ・tanφ 

ここで， 

Ｃ：底面と地盤との間の粘着力（＝0） 

Ａ：底面の有効載荷面積（独立基礎底面面積）（＝229 m2） 

Ｖ：底面に作用する鉛直力（＝7647 kN） 

φ：底面と地盤との間の摩擦角 

なお，「建築基礎構造設計指針（（社）日本建築学会，2019 改定）」において，基礎底

面の摩擦係数として 0.4～0.6 が示されていることを踏まえ，tanφの値は 0.4 とす

る。 

 

6.4.5 評価結果 

管理事務所４号館の滑動による評価結果を表 6－9 に示す。土砂の衝突荷重及び風

荷重により発生する水平力に対し，独立基礎底面のせん断抵抗力は十分な裕度を有し

ている。 

なお，底面の有効載荷面積について，管理事務所４号館の独立基礎は基礎梁で接続

されていないが，鉄筋コンクリート造の土間スラブ（厚さ 150 ㎜）による水平力の伝

達に期待でき，独立基礎底面のせん断抵抗力にも十分な余裕があることから，建物全

体として滑動することはないと判断した。 

以上より，管理事務所４号館の滑動による防波壁への影響がないことを確認した。 

 

表 6－9 管理事務所４号館の滑動による評価結果 

（単位：kN） 

部位 
土砂の衝突荷重 

による水平力 

風荷重 

による水平力 
合計水平力 許容限界 

基礎底面 122 432 554 3058 
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6.5 内部摩擦角φの影響検討 

Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に記載の土質材料（旧表土，埋戻土）

の内部摩擦角が20°程度であることから，内部摩擦角φを20°に設定した場合の影響

検討を実施した。 

内部摩擦角φを20°に設定した場合の土砂の衝突高さの計算値,土砂の衝突高さの

設定値及び土砂の衝突荷重を表6－10に示す。その他の評価条件については6.4で示し

たものを用いる。 

内部摩擦角φを20°に設定した場合の管理事務所４号館の滑動による評価結果を

表6－11に示す。 

土砂の衝突荷重及び風荷重により発生する水平力に対し，独立基礎底面のせん断抵

抗力は十分な裕度を有しており，管理事務所４号館の滑動による防波壁への影響がな

いことを確認した。 

 

表 6－10 内部摩擦角を 20°に設定した場合の土砂の衝突高さの計算値,土砂の衝突高さの 

設定値及び土砂の衝突荷重 

対象構造物 
土砂の衝突高さ計算値 

（m） 

土砂の衝突高さ設定値 

（m） 

土砂の衝突荷重

Ｆｄ（kN/m2） 

管理事務所４号館 0.36 0.50 6.58 

 

表6－11 内部摩擦角を20°に設定した場合の管理事務所４号館の滑動による評価結果 

（単位：kN） 

部位 
土砂の衝突荷重 

による水平力 

風荷重 

による水平力 
合計水平力 許容限界 

基礎底面 145 432 577 3058 
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（参考資料１）渓床を対象とした自社調査結果 

 

土石流危険渓流における渓床の状況について平成 27～28 年に自社調査を実施（令和元年

に補足調査を実施）した。 

渓床堆積物の分布や，周辺の微地形，露岩，植生等を確認し渓床の安定性も含めて谷の状

況を確認するとともに，谷次数毎に渓床の横断スケッチ，状況写真の撮影及び簡易貫入試験

を実施した。 

横断スケッチ等を実施する横断測線位置は，堆積土砂の分布等を踏まえ谷を代表すると考

えられる位置とした。横断測線は，谷次数毎に 1 測線を基本とするが，渓床勾配や渓床の断

面が大きく変化し 1 測線では代表できないと判断する場合は，横断測線を増やした。横断測

線を増やした谷については，横断測線が代表する渓流の延長を見直した。また，図上調査結

果及び自社調査の結果，周辺の渓流と同様な地形形状（渓床勾配，谷幅，斜面状況）の渓流

については，周辺の渓流の調査結果に代表させた。図 1に横断測線の設定例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 横断測線の設定例 

 

横断測線位置において，「砂防指針」に基づき，侵食幅（土石流発生時に侵食が予想され

る平均渓床幅）（ｍ）及び侵食深（土石流発生時に侵食が予想される渓床堆積土砂の平均深

さ）（ｍ）を推定した。図 2に侵食幅，侵食深の調査方法を示す。 

侵食幅は，渓流断面における渓岸斜面の傾斜変換点，ガリー地形の発達状況，後背地域

の状況（谷筋の消滅，小規模な尾根の存在）等に着目し，土石流流下範囲として考えられ

る幅を推定した。侵食深は，斜面状況，露頭状況及び簡易貫入試験結果を踏まえ推定し

た。簡易貫入試験は，０次谷以外の谷を対象に図 3に示すとおり，横断測線位置及び横断

測線位置から谷筋の縦断方向へ上下流に約 5m 離れた位置の延べ３箇所で実施した。侵食

深は，小山内ほか（2005）（１）に基づき，地質によらず崩れずに斜面上に残るとされてい

る「Nd≧20」を深度とし，3 箇所の平均値より算出した。 

  

「河川砂防技術基準 調査編」 
（国土交通省水管理・国土保全局，平成 24年 6月） 
一部加筆・修正 
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図 2 侵食幅，侵食深の調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 侵食深の調査方法（簡易貫入試験） 

 

移動可能土砂量は，以下の式を用いて求めた。 

 

 

 

 

ここで， 

Ｖ ：移動可能土砂量（m3） 

Ａｎ：侵食可能断面積（移動可能渓床堆積土砂の平均断面積）（m2） 

Ｌｎ：渓流の延長または 0 次谷の延長（m） 

Ｂｄ：侵食幅（m） 

Ｄｅ：侵食深（m） 

 

 

土石流危険渓流⑦における渓流横断測線位置及び自社調査結果を図 4～図 5に示す。ま

た，自社調査結果に基づき算出した移動可能土砂量を表 1に示す。  

 

Ｖ＝Σ（Ａｎ×Ｌｎ） 

Ａｎ＝Ｂｄ×Ｄｅ 
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図 4 土石流危険渓流⑦の渓流横断測線位置図 

 

横断測線 自社調査結果 

A-2 

現地写真 

 

現地スケッチ 

 

調査結果 

幅の広い浅い谷である。南側の斜面は切土のり面となっている。渓床の片側
が低くなっており，豪雨時には低い方が侵食されやすい。 
0 次谷については，谷の最上流部に位置し集水域が狭いこと，斜面勾配が急で
あること，現地踏査における斜面状況，露頭状況から，土石流発生予想深さ
（平均侵食深）を 0.5m とした。 
 

図 5 土石流危険渓流⑦の自社調査結果（１／２） 

 
平均侵食深 0.5ｍ 

平均侵食幅 

8ｍ 

（土石流調査結果）
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横断測線 自社調査結果 

A-3 

現地写真 

 

現地スケッチ 

 

 

調査結果 

水路はコンクリートであり，両側の渓床もコンクリート張り，蛇カゴ，埋戻
し土であり，渓床は完全に人工改変されている。埋戻し土は，ポールの先端が
入らない程度に硬質である。 
1 次谷及び 2次谷については，現地踏査における斜面状況，露頭状況及び簡

易貫入試験の結果から，土石流発生予想深さ（平均侵食深）を 0.4m とした。 

簡易貫入試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

A-4 

現地写真 

 

現地スケッチ 

 

 

調査結果 

小規模な谷であり，表流水は認められない。渓床沿いに管理道が通ってい
る。 
0 次谷については，谷の最上流部に位置し集水域が狭いこと，斜面勾配が急

であること，現地踏査における斜面状況，露頭状況から，土石流発生予想深さ
（平均侵食深）を 0.5m とした。 

図 5 土石流危険渓流⑦の自社調査結果（２／２） 

  

平均侵食幅 

5ｍ 

平均侵食深 0.5ｍ 

伐

採

木 

平均侵食幅 

7ｍ 

平均侵食深 0.4ｍ 
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表 1 土石流危険渓流⑦の移動可能土砂量 

 

注記＊：A-1 及び A-5 は A-3 を参考に侵食幅及び侵食深を推定 

 

参考文献 

(1) 小山内信智・内田太郎・曽我部匡敏・寺田秀樹・近藤浩一（2005)：簡易貫入試験を用い

た崩壊恐れのある層厚推定に関する研究，国土技術政策総合研究所資料，第 261 号 

 

  

渓流基準点Ａ

Ａ 

 Ａ 

＊ 

＊ 

＊ 
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（参考資料 2）島根県調査結果との比較 

 

島根県は平成 13 年に土石流危険渓流の現地調査（以下「島根県調査結果」）を実施して

いる。 

島根県調査を実施している土石流危険渓流③～⑦のうち，今回対象の土石流危険渓流⑦

における自社調査結果と島根県調査結果の比較の詳細を図 1に示す。
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[土石流危険渓流⑦付近] 

 島根県 自社調査 

調
査
位
置
図 

  

 

 島根県 （測線名：Ⅰ－１） 自社調査（測線名：該当無） 

現
地
写
真
・
ス
ケ
ッ
チ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

渓流 A-5 における現地状況写真 
 

島根県調査における横断測線Ⅰ－１に
対応する渓流は A-5 である。 

渓流 A-5 には横断測線はないが，上流
から A-1，A-3，A-5 と続く一連の渓流で
あり，いずれも横断形状は同等であるこ
とから，横断測線 A-3 で代表させてい
る。 

備
考 

幅 ：5m 

深さ：1.0m 

侵食可能断面積：5 ㎡ 

 

相
違
点 

 

－ 

図 1 島根県調査結果との比較（土石流危険渓流）（１／２） 

 

 

（図上調査及び現地調査
による詳細検討結果）

（土石流調査結果）
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 島根県 （測線名：Ⅰ－２） 自社調査（測線名：横断測線 A-3） 

現
地
写
真
・
ス
ケ
ッ
チ 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

備
考 

幅 ：8m 

深さ：1.0m 

侵食可能断面積：8 ㎡ 

平均侵食幅：7m 

平均侵食深：0.4m 

侵食可能断面積：2.8 ㎡ 

相
違
点 

・島根県の調査位置は，現在人工改変（水路設置）されている。 

・島根県調査結果より，当社評価の侵食幅及び侵食深は小さい。 

・自社調査結果の侵食深は簡易貫入試験結果を踏まえて推定している。 

 島根県 （測線名：Ⅰ－３） 自社調査（測線名：該当無） 

現
地
写
真
・
ス
ケ
ッ
チ 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 島根県調査後，人工改変（敷地造成）
されているため対応する自社調査結果な
し。 

 

 

 
 
 

 

備
考 

幅 ：11m 

深さ：2.0m 

侵食可能断面積：22 ㎡ 

 

相
違
点 

 

－ 

図 1 島根県調査結果との比較（土石流危険渓流）（２／２） 
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また，島根県調査（平成 13 年）以降，渓流の一部は敷地造成により改変されている

ことから，移動可能土砂量の比較にあたっては，図 2及び表 1のとおり，改変区間を考

慮し島根県調査結果の計画流出土砂量を 1170m3（I-1：約 450m3と I-2：約 720m3の合

計値）に補正した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 2 土石流危険渓流における土砂量の評価範囲 

 

表 1 土石流危険渓流の島根県調査結果の計画流出土砂量の補正 

島根県調査結果 
土砂量 
の評価 

測点 
延長＊１ 

(m) 

侵食
幅 
(m) 

侵食
深 
(m) 

侵食可能
断面積 
(m

2
) 

計画流出 
土砂量

 
(m

3
) 

補正後の 
計画流出 
土砂量 

 
(m

3
) 

I-1 約 90 5 1.0 5 約 450 約 450 

I-2 約 90 8 1.0 8 約 720 約 720 

I-3 約 80 11 2.0 22 約 1760 0 

合計 
約 2930 

（2937）＊２ 
約 1170 

 

注記＊１：島根県調査位置図からの想定 

＊２：（）の数値は島根県調査結果における計画流出土砂量 

 

 

：島根県調査結果のうち土砂量の評価対象 

：土砂量を評価する範囲

 
 

（図上調査及び現地調査
による詳細検討結果）

 
 

（図上調査及び現地調査
による詳細検討結果）

（土石流調査結果）




